
   

 事業変更許可申請書 添付四の内「６．津波」前後対比表（対平成 31年 1月申請）  
 

添付四（６．津波）－１ 

令和 2年 7月 27 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

平成 31年 1 月 補正 令和 2年 7月 補正 備考 

6. 津波 6. 津波  

6.1 評価概要 

 リサイクル燃料備蓄センターの施設特性として津波に対しても相当の裕

度が期待でき，敷地への浸水も許容できることから，既往の知見を大きく上

回る仮想的大規模津波を想定し，使用済燃料貯蔵施設の基本的安全機能が確

保できることを確認する方針とする。 

 敷地周辺の津波に関する客観的な既往の知見としては，青森県による津波

想定，文献調査，津波堆積物調査結果が挙げられる。これらの既往の知見に

十分な保守性を持たせ，仮想的大規模津波を T.P.＋23ｍとした。 

 使用済燃料貯蔵施設が設置される地盤高は T.P.＋16ｍであることから，使

用済燃料貯蔵建屋周囲の浸水深は一様に７ｍとなる。 
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6.2 青森県による津波想定 

 青森県では，平成 24 年，平成 25 年及び平成 27 年に津波想定を公表して

いる。このうち敷地が含まれる大間崎から尻屋崎については，青森県（2015）

(1)によると，太平洋側で発生する Mw9.0 クラスの海溝型地震の影響が最も大

きいとされている。この地震による津波波源モデルは，三陸沖北部の地震と

明治三陸タイプの地震を網羅する領域が連動するものとして青森県が独自

に設定したものである（第 6.2－1図）。この津波波源モデルによる敷地付近

の津波浸水予測図を第 6.2－2 図に，海岸線上での津波水位を第 6.2－3図に

示す。これによると，敷地前面海域での津波高は T.P.＋10ｍを下回るが，敷

地より東側の東通村の海域では最大で T.P.＋11.5ｍとなっている。 
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添付四（６．津波）－２ 

令和 2年 7月 27 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

平成 31年 1 月 補正 令和 2年 7月 補正 備考 

6.3 文献調査 

 敷地周辺における既往津波の発生状況について，宇佐美ほか（2013）(4)，

国立天文台編（2014）(5)，渡辺（1998）(6)をはじめとする文献の調査を行っ

た。 

 東北地方太平洋側に影響を及ぼしたと考えられる津波規模ｍが２以上の

津波を第 6.3－1 表に示す。これらの地震津波のうち敷地周辺において痕跡

が記録されている津波としては，1856 年青森県東方沖地震津波，1896 年明治

三陸地震津波，1933 年昭和三陸地震津波，1968 年十勝沖地震津波，2011 年

東北地方太平洋沖地震津波が挙げられる。これらの津波の波源域を第 6.3－

1 図に示す。 

 1856 年青森県東方沖地震津波では八戸で３ｍの津波（羽鳥，1973）(10)，1896

年明治三陸地震津波では大畑で 2.4ｍの津波，1933 年昭和三陸地震津波では

出戸川で 1.6ｍ，大畑で 1.4ｍの津波（中央気象台，1933）(11)，1968 年十勝

沖地震津波では大畑で 2.2ｍの津波（岸，1969）(12)を記録した。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震津波では，敷地周辺の石持
いしもち

漁港で 5.9ｍ，北

関根で 2.6ｍの津波を記録した（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グルー

プ，2012）(13)。 

 日本海側に影響を及ぼしたと考えられる津波規模ｍが２以上の津波を第

6.3－2 表に示す。同表の中で，敷地周辺において痕跡が記録されている津波

としては，1741 年の津波（寛保津波），1983 年日本海中部地震津波及び 1993

年北海道南西沖地震津波の３つが挙げられる。これら津波の波源域を第 6.3

－2 図に示す。 

 1983 年日本海中部地震津波では佐井
さ い

で 0.65ｍの津波（首藤，1984）(18)，

1993 年北海道南西沖地震津波では大間
おおま

町で 1.0ｍ，大畑
おおはた

町で 0.1ｍの津波

（首藤ほか，1997）(19)を記録した。 

 1741 年の津波（寛保津波）は，火山活動に伴う山体崩壊による津波とされ
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添付四（６．津波）－３ 

令和 2年 7月 27 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

平成 31年 1 月 補正 令和 2年 7月 補正 備考 

ており，敷地周辺における記録は知られていないが，津軽半島三厩
みんまや

では５ｍ

の津波が推定されている（佐竹・加藤，2002(20)）。 

 敷地周辺における陸上及び海底の地すべり並びに斜面崩壊による歴史津

波の記録は知られていない。 

 東北地方の沿岸に影響を及ぼしたと考えられる遠地津波を第 6.3－3 表に

示す。北海道・東北における津波水位はチリを波源とした津波が最も大きく

なる傾向であり，1960 年チリ地震では，大間で 2.0ｍ，大畑で 1.4ｍ（チリ

津波合同調査班，1961）(23)，関根で 1.6ｍ（気象庁，1961）(24)の津波を記録

した。 

 近地津波及び遠地津波による津軽海峡周辺における既往津波高の比較を

第 6.3－3図に示す。下北半島北岸周辺で観測されている津波の最大は，2011

年東北地方太平洋沖地震津波における石持漁港での 5.9ｍとなっているが，

青森県による津波想定を上回るものではない。 
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6.4 津波堆積物調査 

6.4.1 調査内容 

 青森県津軽海峡～太平洋岸における津波堆積物調査及び完新世堆積物の

文献調査（例えば，千釜ほか（1998）(27)，西村・宮地（1994）(28)，澤井ほか

（2007）(29)，今泉ほか（2009）(30)）を実施し基礎資料としたうえで，空中写

真判読結果，現地状況等を考慮し，津波堆積物が堆積・残存する可能性が考

えられる地点を対象に津波堆積物調査を実施した。 

 調査地点は，むつ市関根，下北郡東通村尻屋崎，下北郡東通村小田野沢，

東京電力東通敷地内，上北郡六ヶ所村尾駮老部川，上北郡六ヶ所村尾駮発茶

沢，上北郡六ヶ所村平沼，三沢市六川目の８地点とした。津波堆積物調査地

点の位置を第 6.4－1 図に示す。 
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6.4.2 調査結果 

 イベント堆積物の標高及び成因分析結果を第 6.4－1 表に示す。青森県津

軽海峡～太平洋岸の８地点の調査地点のうち，尻屋崎を除く７地点において

イベント堆積物が認められた。認められたイベント堆積物は主として砂層で

あり，静穏な環境で堆積した腐植質シルト中に挟在する。イベント堆積物の

標高，推定年代及び文献調査の結果を踏まえると，特定の歴史津波と対比す

ることは困難である。 
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6.4.3 調査結果と既往津波高との比較 

 津波堆積物の調査結果と，青森県による津波想定及び文献調査などの既往

津波高の比較を第 6.4－2 図に示す。青森県による津波想定は，津波起因の可

能性のあるイベント堆積物及び既往津波高をほぼ全域において大きく上回

っている。なお，老部において青森県の津波想定を上回るイベント堆積物が

確認されているが，青森県による津波想定は海岸から 100～500ｍ離れた地点

での水位であり，津波遡上高はイベント堆積物より高くなっている。 
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6.5 仮想的大規模津波の設定 
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る津波想定における敷地前面及び敷地周辺の最大津波高さである T.P.＋

11.5ｍの２倍とし，T.P.＋23ｍとした。なお，このときの浸水深は，使用済

燃料貯蔵建屋の設置地盤高が T.P.＋16ｍであることから，一様に７ｍとな

る。 

なお，青森県による津波想定の２倍（T.P.＋23ｍ）が十分に保守的である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実 



   

 事業変更許可申請書 添付四の内「６．津波」前後対比表（対平成 31年 1月申請）  
 

添付四（６．津波）－５ 

令和 2年 7月 27 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

平成 31年 1 月 補正 令和 2年 7月 補正 備考 

ことを異なる視点から確認するため，東北地方太平洋沖地震の特性化波源モ

デルの知見を参考に設定した波源モデルのすべり量をどの程度大きくする

と 23m 程度の津波となるのか算定したところ，すべり量を 2.4 倍～2.5 倍と

することで，施設設置盤と使用済燃料貯蔵建屋周りの水位がほぼ 23m となっ

た。このすべり量は，既往の巨大地震及び将来予測のモデルのすべり量の２

～３倍となっており，これからも仮想的大規模津波は十分に保守的であると

言える。これらの諸元の比較を第 6.5－1表に示す。 
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